


年 月 日

（本社）

※何も記入しないでください。

注）　申請要領の「６　提出書類の説明及び記入上の注意事項」を参照のこと。　

1 ○ ○

2 ○ ○

3 ○ ○

4 △ －

登記簿謄本又は登記事項証明書 （発行日から３か月以内）

7 身分証明書 （発行日から３か月以内） － ○

8 （発行日から３か月以内） － ○

（発行日から３か月以内）

（発行日から３か月以内）

国税に係る納税証明書（未納税額のない証明書）（発行日から３か月以内）

 ・法人＝法人税、消費税及び地方消費税、源泉所得税及び復興特別所得税

 ・個人＝申告所得税、消費税及び地方消費税、源泉所得税及び復興特別所得税

（発行日から３か月以内） ※領収不可

個人住民税特別徴収実施申告（誓約）書　（様式第７号　※原本）

財務諸表（直近１事業年度の決算書類）

 ・法人＝貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書等の写し

 ・個人＝青色申告書の写し又は確定申告書の写し（決算資料を含む。）

16 ○ ○

※許可証等の写しを必ず添付してください。

18 印刷設備調書　（様式第10号） △ △

社会貢献活動の事実を確認できるもの

　ア　ＩＳＯ等認証取得証明書等の写し
　イ　防災協定締結が確認できる書面の写し

○ ○※ 物品等又は業務委託等のいずれか一方のみ選択する場合でも、必ずその１・
その２の全５枚を提出してください。

令和８・９年度　物件等競争入札参加資格審査申請書提出書類一覧表

○・・・必ず提出　　△・・・該当する場合に提出

東京都○○区○○町○丁目○番○号所在地又は住所

商号又は名称

代表者 職・氏名

株式会社　○○商事

代表取締役　○○　○○

令和 ○ ○ ○受付番号

5
希望営業種目調書 その１（物品等）・その２（業務委託等）　（様式第４号）

入力

審査

 本籍地の市町村

所在地の市町村（委任先
がある場合は委任先）

所在地の都道府県（委任
先がある場合は委任先）

○

○

○ ○  税務署

19 △ △

営業種目「03印刷製本」に
申請する場合

対象：高知市内に本店
又は委任先の支店等が
ある事業者

15

△ △
別表【営業に当たり必要な
許認可、登録、資格免許
等の例示】参照

　ウ　消防局総務課から発行される証明書の写し
　エ　障害者雇用状況報告書の写し（報告義務がある場合）、障害者手帳及び
　　保険証等の写し

○ ○
・個人－青色申告決算
書、収支内訳書等の決算
資料を含むこと。

17

　オ　高知保護観察所から発行される証明書の写し
　カ　次世代育成支援関係書の写し

14

（滞納がないことの証明書又は直近２事業年度の納税証明書）

市町村税に係る納税証明書

12

13

対象：高知市内に本店又は委任先の支店等がある事業者で該当する方

（滞納がないことの証明書又は直近２事業年度の納税証明書）

都道府県税に係る納税証明書

（滞納がないことの証明書。高知市では原則として、納税証明書（官公庁提出用）に含まれます。）

（発行日から３か月以内）※領収不可

11

　【納税証明書の種類：その３】 （その他欄に『源泉所得税及び復興特別所得税（個人の
  場合は『源泉所得税』）』と記載し請求。）

社会保険料納入証明書
または社会保険料納入確認（申請）書（様式第６号）

国民健康保険料完納証明書

暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書　（様式第８号　※原本）

営業の許認可及び資格者調書　（様式第９号）

（現在事項全部証明書等）　

年金事務所又は加入して
いる健康保険組合等

△
所在地の市町村又は加入
している健康保険組合等

○ ○

－
 地方法務局

△ ○

○

○ ○

－

 必ず２部提出

 （うち１部は写し可）

 （本局、支局）

（直近２年間に未納がないことの証明書）

 地方法務局（本局）

6

9

10

登記されていないことの証明書

高知市、高知市上下水道局の両方に申請する場合は、申請書類一式を２部提出してください（うち１部は写しで可）。
ただし、両方への申請内容が異なる場合は、それぞれの窓口に原本を提出してください。

 委任先がある場合

法
人

個
人

令和８・９年度　物件等競争入札参加資格審査申請書　（様式第１号）

備考

 申請要領の注意事項
 を確認し、正確に記載
 してください。

（発行場所等）

営業経歴書　（様式第２号）

委任状　（様式第３号　※原本）

令和８・９年度　物件等競争入札参加資格審査申請書提出書類一覧表（本表）

※ ４・14・16 以外は写しで結構です。

各提出書類について確認の上、提出する書類の番号を○で囲んで番号順に並べ、クリアホルダー（A4透明）に
入れて提出してください。

提 出 書 類 の 名 称 市
確認

番
号

本市記入欄

申請日

提出する書類の番号に○印

全業者提出

本
市
記
入
欄

本

市

記

入

欄



様式第１号 ※市記載欄（申請者は記入しないでください。）

Z

年 月 日
高　知　市　長

高知市上下水道事業管理者
※　申請先に必ずレ印を記入すること。

※　高知市・高知市上下水道局の両方へ申請する場合は、申請書類一式を２部提出すること（うち１部は写し可）。

   ただし、両方への申請内容が異なる場合は、それぞれの窓口に原本を提出すること。

　令和８･９年度　物件等競争入札参加資格審査を申請します。なお、この申請書及び添付書類は、事実と
相違ないことを誓約します。
　また、契約及び支払事務に関して必要があるときは、この申請書等の内容について庁内の関係課に通知
すること並びに資格者名簿を公表することに同意します。

〒 １ ０ ０ － ０ ０ ０ ０

（ ） －

（ ） －

※　入札及び契約等の権限を委任する場合のみ記入してください。

〒 ７ ８ ０ － ０ ０ ０ ０

（ ） －

（ ） －

●  記入担当者　（この申請内容の全てを説明できる者とします。） ● 行政書士　（行政書士が代行する場合に必要）

メールアドレス xxxxxxx＠city.kochi.jp

行政書士名

FAX 番 号

担 当 者 名 総務部　　高知　一郎
電 話 番 号電 話 番 号 ０８８－８００－００００

０８８－８００－０００１
※本申請書の作成・提出を有償で代行するには、行政書士等
の資格が必要です。この場合、行政書士法施行規則第９条第
２項に基づき、記名・職印の押印が必要です。

職印

FAX 番 号

カ）○○ショウジ　コウチシテン

職名

０８８ ８００

東京都○○区○○町○丁目○番○号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０８８ ８００

株式会社　○○商事

申 請 者 ( 本 社 ）

フ リ ガ ナ

商号又は名称

フ リ ガ ナ

受任者職・氏名

００００

０００１

電 話 番 号

シテンチヨウ

氏名

コウチ　ハナコ

支店長 高知　花子

株式会社　○○商事　高知支店

所 在 地
高知市○○町○○丁目○番○号

様

令和

電 話 番 号 ０３ ００００

フ リ ガ ナ カ）○○ショウジ

商号又は名称

○ ○

令和８・９年度　物件等競争入札参加資格審査申請書

所在地又は住所

０００１

新規 継続

申請区分

様
○

地域要件 市内 準市内 県内 県外

高知　太郎

コウチ  タロウ

００００

xxxxxx＠city.kochi.jp

０３ ００００

代表者職・氏名

フ リ ガ ナ

委任する支店等

職名 氏名
代表取締役

ダイヒョウトリシマリヤク

メールアドレス

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

申請日

本市記入欄

Ｒ６・７名簿登載者は「継続」、その他は「新規」

申請先にレ印

入札・契約等の権限を委任

しない場合は空欄に

申請書内容についての問合せ先を必ず記入してください

全業者提出



様式第２号

①　営業年数・決算状況等

Ｍ Ｍ
Ｔ Ｔ
Ｓ Ｓ
Ｈ Ｈ
Ｒ Ｒ

②　従業員数

③　販売（業務）実績

【官公庁】

【官公庁以外】

④　設備の状況

軽自動車 ○台

業務用無線機 ○台

※機械器具類、車両の種類、保有台数等を記入してください。（委任先がある場合は、委任先の状況を記入してください。）

名　　　　　称 数　　量 名　　　　　称 数　　量

普通自動車 ○台

(財)○○○ ○○○○○ ○○○

○○○○○ ○○○(株)○○○

(有)○○○ ○○○○○ ○○○

○○○○○ ○○○高知県

高知市 ○○○○○ ○○○

地元雇用者数（全従業員のうち、高知市内に居住する従業員の数） 15

※直前２事業年度のうち、主な実績を記入してください。（委任先がある場合は、委任先の実績を記入してください。）

主 要販 売（ 業務 ）先 主 要 販 売 品 目 又 は 業 務 名 等 販売（業務）実績額　（千円）

全 従 業 員 数 100 80 20 200

うち委任する支店等の従業員数 10 8 2 20

千円 1,500 千円 166.67%

従 業 員 数 事務系　（人） 技術系　（人） その他　（人） 合　　計　（人）

1,500 千円 3,700 千円 40.54% 2,500

自己資本額(Ａ)
　＝純資産

総 資 産 ( Ｂ ) 流動資産(Ｃ) 流動負債(Ｄ)
自己資本比率 流 動 比 率
（Ａ÷Ｂ×100） （Ｃ÷Ｄ×100）

年 12 月 まで
※１年未満は切り捨て

資 本 金 1,000 千円

年 1 月
29 年H3 年 1 月 から

（１ページ目）

営 業 経 歴 書

商号又は名称 株式会社　○○商事

＜審査基準日現在＞

(1)　営業の概況

　H3

営 業 年 数

創 業 年 月 休 業 期 間 現組織への変更 営 業 年 数

2 年 1 月 4

全業者提出

申請者（本社）

和暦で記載

（元号を○印〉

必ず記入してください。

委任する支店等がある場合は、委任先における実績を記入してください。

「03 印刷製本」に申請される場合、印刷機器等に関する

ものは印刷設備調書（様式第9号）に記入してください。

委任する支店等がある場合は、委任先の状況を記入してください。



様式第２号

※　以下は高知市内に本店又は委任先の支店等がある方のみ記入してください。

※　高知市内に本店又は委任先の支店等がある方は、必ず『有』又は『無』にレ印を記入してください。

『有』の場合は、取組状況が確認できる書類の写しを提出してください。

※ 社会貢献推進事業者と認められる場合は優遇措置があります。（申請要領Ｐ４参照）

取得

（ 更新 ）

取得

（ 更新 ）

Ａ ：

（

Ｂ ： （

雇用している身体障害者、知的障害者

及び精神障害者数 （

認定

認定月 日

無

月 日

無

 ・ 高知県ワークライフバランス推進企業認証
　（旧：高知県次世代育成支援企業認証）　取得

有 ⇒ 年

子
育
て
支
援

 

・ 次世代育成支援対策推進法に基づく基準適合

一般事業主認定

有 ⇒ 年

年 月 日）

無

協
力
雇
用
主
の
登
録

及
び
雇
用
実
績

　・ 協力雇用主の登録及び刑務所出所者等を審
査基準日以前３年の間に雇い入れた実績

有 ⇒ （

無

障
害
者
の
雇
用

）人

（※ Ａ＞Ｂの場合、『有』に該当します。）

無

 ・ 障害者の雇用の促進等に関する法律第43条第

７項に定める報告義務はないが、同法に規定する

障害者雇用率に算入される障害者の方を審査基

準日において継続して１年以上雇用している。

有 ⇒

）人

 ・ 障害者の雇用の促進等に関する法律第43条第

７項に定める報告義務がある場合で、雇用する身

体障害者、知的障害者及び精神障害者の雇用数

が、障害者の雇用の促進等に関する法律で定め

る基準を超えており、審査基準日において、直前

に公共職業安定所に提出した報告書に記載した

障害者の方を継続して雇用している。

有 ⇒ 常用雇用身体障害者、知的障害者

及び精神障害者数 ）人

雇用すべき障害者数

年 月 日

無

消
防
団
協
力

事
業
所

　・  高知市消防団協力事業所の認定

有 ⇒

年 月 日）

無

防
災
協
定

　・ 防災協定の締結の有無

有 ⇒ （締結日

（２ページ目）

無

  ・ 『エコアクション21』 認証取得

有 ⇒ 年

無

○ 月

月 日

年 月 日

(２)　社会貢献活動への取組状況

社会貢献活動の内容 社会貢献活動への取組状況

環
境
対
策

  ・ 『ISO14000シリーズ』 認証取得

有 ⇒ ○ 年 ○ 日

○ 年 ○ 月 ○ 日

市内・準市内業者提出

＜市内・準市内業者のみ記入＞

該当欄にレ印を記入（該当しない場合も、

必ず『無』にレ印を記入してください。）



様式第３号

令和 年 月 日

高　知　市　長 様

高知市上下水道事業管理者様
※　申請先に必ずレ印を記入すること。

委任者

私は、下記の者を代理人と定め、下記の事項を委任いたします。

記

委任期間 令和 年 月 日

令和 年 月 日

１ 見積、入札に関すること。

２ 契約の締結に関すること。

３ 契約の履行に関すること。

４ 代金の請求及び受領に関すること。

５ 復代理人の選任に関すること。

６ その他付帯事項一切。

受任者

 ・ 委任者は申請書（様式第１号）の申請者（本社）です。

 ・ 受任者は申請書（様式第１号）の「委任する支店等」の代表者です。

・ 委任者氏名を署名した場合は、不要部分の文字データを抹消してください。

※ 押印により抹消することも可能です。その場合は、委任者の押印欄に押印していただくようお願いします。

  （受領を委任した場合、代金の支払先は受任者の口座等となります。受領を委任しない場合は、

  『４ 代金の請求及び受領に関すること。』のうち、『受領』の文言を上記の方法により抹消すること。）

 ・　使用印鑑届の提出が不要となったため、 委任状への受任者の押印は必要ありません。

※　この様式は、申請書（様式第１号）において、申請者が高知市との契約等を支店等に委任する場合のみ

　 提出してください。

※　受任者は、暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書（様式第８号）への記載が必要です。

（暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書（様式第８号）２ページ目【記入方法等】 １(8) ②参照）

所 在 地 東京都○○区○○町○丁目○番○号

商 号 又 は 名 称 株式会社　○○商事

代表者 職・氏名 代表取締役　高知　太郎

委　　　　任　　　　状

○ ○ ○

(印）

8 6 1 から

10 5 31 まで

所 在 地 高知市○○町○○丁目○番○号

商 号 又 は 名 称 株式会社　○○商事　高知支店

代表者 職・氏名 支店長　高知　花子

株式会社

○○商事

代表取締役

印

申請日

申請先にレ印

申請者の印

該当者のみ提出

申請者

（本社）

受任者

受任者の印は

不要です

※署名の場合は押印を省略できます。

【委任事項の訂正について】

委任者氏名を署名した場合は、不要

部分の文字データを抹消してください。

※押印により抹消することも可能です。

その場合は、委任者の押印欄に押印

していただくようお願いします。



様式第４号

※印欄：登録を希望する営業種目及び区分に○を付けてください。

※ 番号 ※ 番号

01 02

03 04

05 06

07 99

○ 01 ○ 02

03 04

05 ○ 06

○ 07 99

○ 01 ○ 02

○ 03 ○ 04

○ 05 06

99

01 02

03 04

05 99

01 02

03 04

05 06

99

01 02

03 04

05 06

99

01 02

03 04

05 06

07 99

家庭紙

包装材料 ビニール・プラスチック製品

塗料 その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

手袋

その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

07 日用品

日用雑貨 洗濯用品

清掃用品

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

06 被服・寝具

被服 消防被服

履物 雨衣

寝具

05 薬品・医療機器

医薬品 防疫用薬品

医療機器 衛生材料

工業薬品 介護・福祉用具

その他

04 写真類

写真現像・焼付け マイクロ写真

電子複写 陽画焼付

製本（複写物・折り図） その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

シール・ラベル・ステッカー

封筒 地図印刷

その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

PC及び関連製品

ソフトウェア その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

○ 02
事務用機器・情報処理用
機器・電算用品

事務用機器 複写機・複合機

プリンタトナー 印刷機器類

製本機器類

01 事務用品・家具

文房具・事務用品 事務用家具

木製家具 用紙

紙工品 印章・ゴム印

選挙用品

1枚目/　3枚中

希望営業種目調書 その１（物品等）

※ 番号 営業種目 区分 区分

株式会社　○○商事商号又は名称

○ 03 印刷製本

一般印刷 軽印刷

フォーム印刷

その他

全業者提出

申請者（本社）

登録を希望する営業種目及び区分それぞれの『※』欄に○印を記入

・ 「営業種目表 その１（物品等）・その２（業務委託等）」から登録を希望する

営業種目及び区分を選択してください。

・一般の申請者は、 『その１（物品等）』から３業種まで，『その２（業務

委託等）』 から２業種までの最大５業種まで 選択できます。

・社会貢献推進事業者は、『その１（物品等）』から４業種まで、『その２

（業務委託等）』から３業種までの最大７業種まで選択できます。

・選択した営業種目内における区分の選択数に制限はありません。

・営業種目表の区分に該当するものがないときは、「99 その他」を選択し、

取扱品目は業務内容等を具体的に記入してください。（文字制限：20字）

・必ずその１（物品等）・その２（業務委託等）の全５枚を提出してください。



様式第４号

※印欄：登録を希望する営業種目及び区分に○を付けてください。

※ 番号 ※ 番号

01 02

03 ○ 04

○ 05 06

99

01 02

03 04

05 06

99

01 02

03 04

05 99

01 02

03 99

01 02

99

01 02

03 04

05 06

07 99

01 02

03 04

05 06

07 99

01 02

03 04

05 06

07 08

99

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

15 原材料

コンクリート製品

アスファルト乳剤 アスファルト合材

道路資材 上下水道資材

その他

車両用品

船舶用品 その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

鋼材 砂利・砂・セメント

木材

その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

14 車両・船舶

自動車 二輪車

消防車両 救急車両

塵芥収集車

13 消防・防災保安用品

消防用品 避難・救助器具

防災用品 災害用備蓄食料

消防保安具 防火服

交通安全用品

11 理化学機器

環境測定機器 分析機器

試薬 その他

12 燃料

石油類 気体燃料

その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

10 厨房機器等

厨房機器 食器洗浄・消毒機器

業務用冷凍庫冷蔵庫 調理用什器

食器 その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

09 機械器具

計量・計測機器 産業用機器

建設農業機器 工作用機械器具・工具

ポンプ

○ 08
電気・通信用機器･精密機
械等

家庭用電気機器 空調機器

電源・発電装置 通信機器

視聴覚放送機器 映像機器

その他

ボイラ

その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

2枚目/　3枚中

希望営業種目調書 その１（物品等）

※ 番号 営業種目 区分 区分

商号又は名称 株式会社　○○商事

全業者提出

申請者（本社）

登録を希望する営業種目及び区分それぞれの『※』欄に○印を記入

・ 「営業種目表 その１（物品等）・その２（業務委託等）」から登録を希望する

営業種目及び区分を選択してください。

・一般の申請者は、『その１（物品等）』から３業種まで、『その２（業務

委託等）』 から２業種までの最大５業種まで 選択できます。

・社会貢献推進事業者は、『その１（物品等）』から４業種まで、『その２

（業務委託等）』から３業種までの最大７業種まで選択できます。

・選択した営業種目内における区分の選択数に制限はありません。

・営業種目表の区分に該当するものがないときは、「99 その他」を選択し、

取扱品目は業務内容等を具体的に記入してください。（文字制限：20字）

・必ずその１（物品等）・その２（業務委託等）の全５枚を提出してください。



様式第４号

※印欄：登録を希望する営業種目及び区分に○を付けてください。

※ 番号 ※ 番号

01 02

03 99

01 02

03 04

99

01 02

99

01 02

03 99

01 02

03 04

05 06

99

01 02

03 99

01 02

03 99

01 02

99

01 99

99

01 02

03 99
30 不用品買取

金属類 古紙

自動車・二輪車 その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

29 その他の物品

その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

24 電力

電力 その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

23 図書・書籍

図書・書籍 地図

その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

22 記念品

贈答品 記章

カップ・トロフィー・盾 その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

21 スポーツ用品

運動器具 運動用品

運動用機器 その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

20 保育・学校用品・教材

保育用具・教材 学校用具・教材

楽器・音楽用品 理科教材

教材用ソフトウェア 保健用教材

その他

19 屋外設備

組立て式物置 エクステリア

テント その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

18 室内装飾家具

室内装飾用品 畳

その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

17 種苗及び飼料・肥料

種苗 飼料

肥料 園芸用品・園芸用資材

その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

16 看板・広告

看板 標識

のぼり旗・横断幕 その他

「99 その他」を選択した場合の取扱品目

3枚目/　3枚中

希望営業種目調書 その１（物品等）

※ 番号 営業種目 区分 区分

商号又は名称 株式会社　○○商事

全業者提出

・ 「営業種目表 その１（物品等）・その２（業務委託等）」から登録を希望する

営業種目及び区分を選択してください。

・一般の申請者は、『その１（物品等）』から３業種まで、『その２（業務

委託等）』 から２業種までの最大５業種まで 選択できます。

・社会貢献推進事業者は、『その１（物品等）』から４業種まで、『その２

（業務委託等）』から３業種までの最大７業種まで選択できます。

・選択した営業種目内における区分の選択数に制限はありません。

・営業種目表の区分に該当するものがないときは、「99 その他」を選択し、

取扱品目は業務内容等を具体的に記入してください。（文字制限：20字）

申請者（本社）



様式第４号

※印欄：登録を希望する営業種目及び区分に○を付けてください。

※ 番号 ※ 番号

○ 01 ○ 02

○ 03 04

05 06

07 08

09 99

01 02

03 04

99

01 02

03 04

99

01 02

99

01 02

03 04

99

01 02

03 04

05 99

01 02

03 04

05 06

07 08

99

01 02

03 04

05 06

07 08

09 99

「99 その他」を選択した場合の業務内容等

47 建物・機械設備等保守

給排水設備保守点検 施設運転管理業務

昇降機保守点検 自動ドア保守点検

遊具等保守点検 その他

貯水槽清掃保守

その他

「99 その他」を選択した場合の業務内容等

電気設備保守点検 通信機器保守点検

空調設備保守点検

46 建物管理・清掃

建物清掃 害虫駆除

害獣駆除 浄化槽清掃

浄化槽保守点検

消防設備保守点検

上下水道設備調査 建物定期点検

45 廃棄物処理業務

一般廃棄物処理(収集・運搬) 産業廃棄物処理(収集・運搬)

産業廃棄物処理(処分) 特別管理産業廃棄物(収集・運搬)

特別管理産業廃棄物(処分) その他

「99 その他」を選択した場合の業務内容等

43 デザイン・編集業務

印刷物等の企画・編集 ホームページの企画・編集

その他

「99 その他」を選択した場合の業務内容等

44 情報処理業務

システム・プログラム開発 システム運用保守

データ入力 電算処理

その他

「99 その他」を選択した場合の業務内容等

42 広告・催事関係業務

テレビ・ラジオ広告 新聞･雑誌広告

催事企画・運営 展示設計

その他

「99 その他」を選択した場合の業務内容等

「99 その他」を選択した場合の業務内容等

41 旅行・運送運搬業務

運送業務(一般) 運送業務(特殊)

旅行業

○ 40 物件賃貸業務

PC及び周辺機器 複写機・複合機

OA機器 医療機器

寝具 仮設建物・トイレ

建設機械・重機・建設車両

人員輸送

その他

「99 その他」を選択した場合の業務内容等

1枚目/　2枚中

希望営業種目調書 その２（業務委託等）

※ 番号 営業種目 区分 区分

自動車

イベント関係資機材 その他

商号又は名称 株式会社　○○商事

全業者提出

登録を希望する営業種目及び区分それぞれの『※』欄に○印を記入

・ 「営業種目表 その１（物品等）・その２（業務委託等）」から登録を希望する

営業種目及び区分を選択してください。

・一般の申請者は、『その１（物品等）』から３業種まで、『その２（業務

委託等）』 から２業種までの最大５業種まで 選択できます。

・社会貢献推進事業者は、『その１（物品等）』から４業種まで、『その２

（業務委託等）』から３業種までの最大７業種まで選択できます。

・選択した営業種目内における区分の選択数に制限はありません。

・営業種目表の区分に該当するものがないときは、「99 その他」を選択し、

取扱品目は業務内容等を具体的に記入してください。（文字制限：20字）

申請者（本社）



様式第４号

※印欄：登録を希望する営業種目及び区分に○を付けてください。

※ 番号 ※ 番号

01 02

03 04

05 06

07 99

01 02

03 04

05 06

99

○ 01 ○ 02

○ 03 99

01 02

03 04

05 06

99

01 02

03 04

05 06

99 その他

「99 その他」を選択した場合の業務内容等

樹木消毒

その他

「99 その他」を選択した場合の業務内容等

○ 50 警備業務

施設警備(人的) 施設警備(機械)

交通誘導・雑踏警備

99 その他の業務

自動車整備業務 人材派遣業務

職員研修等

その他

「99 その他」を選択した場合の業務内容等

51 樹木剪定・浚渫等

樹木剪定・植栽管理 除草

暗渠浚渫 浚渫（小規模）

浚渫（大規模）

残骨灰処理

クリーニング

その他

「99 その他」を選択した場合の業務内容等

航空写真

49 代行業務

翻訳 筆耕・テープ起こし・会議録作成

窓口業務・コールセンター 給食調理

レセプト点検

48 調査・測定業務

環境測定 作業環境測定

臨床検査 調査・研究

各種計画策定 土地家屋調査

埋蔵文化財調査

発送代行(封入・封緘含む)

その他

「99 その他」を選択した場合の業務内容等

2枚目/　2枚中

希望営業種目調書 その２（業務委託等）

※ 番号 営業種目 区分 区分

商号又は名称 株式会社　○○商事

全業者提出

登録を希望する営業種目及び区分それぞれの『※』欄に○印を記入

・ 「営業種目表 その１（物品等）・その２（業務委託等）」から登録を希望する

営業種目及び区分を選択してください。

・一般の申請者は、『その１（物品等）』から３業種まで、『その２（業務

委託等）』 から２業種までの最大５業種まで 選択できます。

・社会貢献推進事業者は、『その１（物品等）』から４業種まで、『その２

（業務委託等）』から３業種までの最大７業種まで選択できます。

・選択した営業種目内における区分の選択数に制限はありません。

・営業種目表の区分に該当するものがないときは、「99 その他」を選択し、

取扱品目は業務内容等を具体的に記入してください。（文字制限：20字）

・必ずその１（物品等）・その２（業務委託等）の全５枚を提出してください。

申請者（本社）



様式第５号

１．申請者

２．申請事由

３．証明書の請求枚数

４．証明事項等

一括用のみ 0

明細のみ 1

一括用及び明細 2

私、上記申請者は社会保険料納入証明書の交付申請及び受領について、
下記の者に委任します。

委　　任　　欄

受 任 者 氏 名

受 任 者 住 所

委 任 者 と の 関 係

延滞金含む 1

電 話 番 号

1

※④「出力区分」欄の「明細のみ」及び「一括用及び明細」を選んだ場合の明細の納入証明書には、延滞金の納入額は出力されません。

※⑦「猶予証明有無」欄は記入しないでください。

上記の期間について、納入証明書を発行願います。

　　　　　年　　　　月　　　　日

事 業 所 所 在 地

（ 船 舶 所 有 者 住 所 ）

事 業 所 名 称

事 業 主 氏 名
（ 船 舶 所 有 者 氏 名 ）

令和 年 月分まで

高知市又は高知市上下水道局　物件等競争入札参加資格審査申請のため

　　　　　　　　　　　　　　枚

③証明対象期間 ④出力区分 ⑤証明範囲区分 ※⑦
猶予証明

有無
令和 年 月分から 保険料のみ 0

社会保険料納入証明申請書

①事業所整理記号
②事業所番号
（告知番号）

（船舶所有者整理記号）

郡市区 記　　　　号

届書コード

6 8 0
決　　裁 　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日

所　　　　　　  長 副　　 　所 　　　長 課　　　　　　　　長 担  　  当　    者

送

信

届
書

※全業者提出

年金事務所で社会保険料納入証明書を発行する際は、社会保

険料納入証明書（日本年金機構ホームページ参照）または本様式

（様式第５号）を使用して申請し、社会保険料納入証明書を提出し

てください。

本申請書は、社会保険料納入証明書の申請書（日本年金機構Ｈ

Ｐと同じ）になります。

事業主以外の方が受け取られる場合は

委任状欄に必要事項をご記入ください。

また、お越しいただく方の身分を確認できる

証明書をご持参ください。



様式第６号

※太枠内をご記入ください。

代理人　氏名

令和　　年　　月　　日

事業主　氏名

健康保険料

令和６　年　　　　月分　～　　令和８　年　　　月分
（直近２年間の納期到来分）

有　・　無
厚生年金保険料

子ども・子育て拠出金

（延滞金を含む）

※加入のない項目については該当項目を二重線により消してください。

事業主の方以外が申請及び納入確認書の受領を行う場合には、委任状が必要です。 以下の欄に、委任者(事業
主)が記入し、申請及び受領の際に提出してください。

委任状

次の者に、この申請及び納付確認の受領を委任します。

代理人　住所

管掌区分 1.　全国健康保険協会管掌健康保険　・　2.　組合管掌健康保険

　上記のとおり相違ないことを確認します。

　　令和　　年　　月　　　日

2.　申請事由

高知市又は高知市上下水道局　物件等競争入札参加資格審査申請のため

3.　確認事由　

項　　　　目 対象期間 未納の有無

電 話 番 号 (　　　　０３　　　　)-(　　００００　　)-(　　　００００　　　)

事 業 所 整 理 記 号 事 業 所 番 号

高Ａ１ＢＣ １２３４５６

事 業 所 所 在 地 東京都○○区○○町○丁目○番○号

事 業 所 名 称 株式会社　○○商事

事 業 主 氏 名 代表取締役　高知　太郎

1.　申請者　　※窓口申請時には本人確認資料（免許証等）が必要です。

令和 ○ 年 ○ 月 ○ 日 申請

社会保険料納入確認（申請）書

印

※全業者提出

年金事務所が発行する社会保険料納入証明書または本様式（様

式第５号）に年金事務所等の確認印が押印されたものを提出くださ

い。本様式と同じ内容が確認できる場合は、任意様式も可。

確認機関への申請日

※年金事務所の確認印が必要です。

さらに、上記の管掌区分が「2.組合管掌健康保

険」で、「健康保険料」を確認する場合は、

健康保険組合等の確認印があるものを

別途提出いただく必要があります。

事業主以外の方が受け取られる場合は

委任状欄に必要事項をご記入ください。

また、お越しいただく方の身分を確認できる

証明書をご持参ください。

資格審査申請日から遡って３か月以

内の日付である必要があります。



様式第７号

※　該当する□欄に、レ印を入れてください。

※　必ず２部（うち１部は写し可）提出してください。

(1)

(2)

(3)

(4)

　上記の（レ印を入れた）とおり、相違ありません。

令和 年 月 日

高　知　市　長 様

高知市上下水道事業管理者 様
※　申請先に必ずレ印を記入すること。

申請者

<参考>

個人住民税特別徴収実施申告（誓約）書

　私は個人事業者であり、現在、高知市において従業員等の個人住民税の特別徴
収を実施し、滞納していないことを誓約します。

　高知市において、新たに特別徴収を行う旨の届出を行っており、今後、特別徴
収を実施します。

　現在は、高知市内において、個人住民税を特別徴収すべき従業員等がいませ
ん。もし、今後、特別徴収義務者に該当することになった場合には、遅滞なく特
別徴収を実施することを誓約します。

　新規設立事業者のため、高知市から、今年度の特別徴収義務者として指定通知
を受けていませんが、特別徴収義務者に該当することになった場合には、遅滞な
く特別徴収を実施することを誓約します。

　また、上記事項を確認するため高知市市民税課にこの書類を提供し、照会することを承
諾します。

代表者 職・氏名

所在地又は住所

商 号 又 は 名 称

代表取締役　高知　太郎

株式会社　○○商事

東京都○○区○○町○丁目○番○号

カ）○○ショウジ

○ ○ ○

　個人住民税の特別徴収は、雇い主が、従業員等に代わってその従業員等が納めるべき個人住民

税を、所得税と同じように給与から天引きして市町村に納める制度です。ここで「従業員等」とは、一

般の従業員だけでなく、事業所から所得税法上「給与所得」とみなされる役員報酬を得る役員や、青

色事業専従者も含まれます。所得税法第183条の規定によって、所得税を源泉徴収する義務がある

雇い主（源泉徴収義務者）は、地方税法第321条の３及び４、高知市税条例第44条及び第45条の規

定により、原則として個人住民税の特別徴収義務者となります。

ダイヒョウトリシマリヤク　コウチ　タロウ

（フリガナ）

（フリガナ）

（印）

株式会社

○○商事

代表取締役

印

該当者のみ提出（２部）

該当欄にレ印

申請日

申請先にレ印

申請者

（本社）

申請者の印

※署名の場合は押印を省略できます。



様式第８号

　私は、自己又は自社の役員等が、高知市事業等からの暴力団の排除に関する規則（平成23年規則
第28号。以下「暴力団排除規則」という。）第４条各号のいずれにも該当する者ではないことを誓
約します。
　また、下記役員等名簿に記載した者が暴力団排除規則第４条各号のいずれにも該当する者ではな
いことを、高知県警察本部に照会することを承諾します。

令和 年 月 日

高　知　市　長 様

高知市上下水道事業管理者様

※　申請先に必ずレ印を記入すること。

役員等名簿

Ｔ ・ Ｓ ・ Ｈ

年 ○ 月 ○ 日

Ｔ ・ Ｓ ・ Ｈ

年 ○ 月 ○ 日

Ｔ ・ Ｓ ・ Ｈ

年 ○ 月 ○ 日

Ｔ ・ Ｓ ・ Ｈ

年 ○ 月 ○ 日

Ｔ ・ Ｓ ・ Ｈ

年 ○ 月 ○ 日

Ｔ ・ Ｓ ・ Ｈ

年 月 日

Ｔ ・ Ｓ ・ Ｈ

年 月 日

Ｔ ・ Ｓ ・ Ｈ

年 月 日

Ｔ ・ Ｓ ・ Ｈ

年 月 日

Ｔ ・ Ｓ ・ Ｈ

年 月 日

専務取締役
コウチ　ジロウ

男
高知　次郎 ○

生 年 月 日 性別 備　 考
フ リ ガ ナ

氏　　   名

代表取締役
コウチ　タロウ

高知　太郎

役　 職

男
○

取締役
コウチ　シロウ

男
高知　四郎 ○

男
高知　三郎 ○

常務取締役
コウチ　サブロウ

支店長
コウチ　ハナコ

女
高知　花子 ○

（１ページ目）

○ ○ ○

暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書

記

所在地又は住所

商 号 又 は 名 称

代表者職・氏名

東京都○○区○○町○丁目○番○号

株式会社　○○商事

代表取締役　○○　○○

（印）

株式会社

○○商事

代表取締役

印

全業者提出

申請先にレ印

申請日

申請者

（本社）

申請者の印

元号を選択

２ページ目の【備考】及び【記入方法等】を参照の上、

該当する役員等の役職・氏名・フリガナ・生年月日・性

別を全て記入してください。

支店長又は営業所長等に契約事務を委任する場合

は、支店長又は営業所長等についても記入してくださ

い。



様式第８号

　氏名、生年月日等、この調書に記載されたすべての個人情報は、個人情報の保護に関する法律（平成15年

法律第57号）の規定に基づき取り扱うものとし、高知市又は高知市上下水道局が高知市事業等からの暴力団

の排除に関する協定書に基づき実施する暴力団等の排除以外の目的には使用しません。また、高知市又は

高知市上下水道局がこれらの情報をもとに高知県警察本部から取得した個人情報についても同様です。

１　この名簿には、次に該当する者を記載してください。なお、氏名は正確な（旧字等）字体で記載して

　ください。

　⑴ 株式会社、有限会社については、取締役（代表取締役を含む。）及び執行役（代表執行役を含む。）

　⑵ 合名会社又は合同会社については、社員

　⑶ 合資会社については、無限責任社員

　⑷ 社団法人又は財団法人については、理事

　⑸ 法人については、⑴から⑷までに掲げる者のほか経営若しくは運営に実質的に関与している者

　⑹ 法人格を有しない団体者については、代表者及び団体の規約において重要な意思決定に直接関与す

　  ることとされる者

  ⑺ 個人については、その者

  ⑻ 次に該当する場合は、⑴から⑺に掲げる者のほか、次の者

 ①　支配人を置く場合は、支配人

 ②　高知市又は高知市上下水道局との取引において、支店長又は営業所長その他の者に契約事務を委

 任する場合は、支店長又は営業所長その他の者

 ③　高知市に事業所がある場合で、本店長、支店長その他いかなる名称を有する者であるか、また、

 契約事務の委任等を受けた者であるかを問わず、事業所の業務を統括する者（当該者の権限を代

 行し得る地位にある者を含む。）

　⑼　当該法人が会社更生手続き又は民事再生手続き中である場合は、⑴から⑻までに掲げる者のほか、

　　管財人

２　新たにこの名簿に記載すべき者が就任した場合は、遅滞なく本書を提出してください。

 ○高知市事業等からの暴力団の排除に関する規則　（抜粋）

　 （市の事業等からの暴力団の排除）

　　　る法人等を利用していると認められる者

　　⑻　その他暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると市長が認める者

　　⑸　暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められる法人の役員である

　　　者

　　⑹　その業務等に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められ

　　　る法人等を利用していると認められる者

　　⑺　市の事業等に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められ

 【記入方法等】

　第４条  市長は、市の事業等の契約等の相手方又はその役員等について警察等関係機関が次の各号の

　　のいずれかに該当する者として確認したときは、次条から第９条までに定めるところにより、市の

　　⑵　その契約に係る業務又は補助金等に係る事業（以下「業務等」という。）に関し、暴力団員等

　　　を使用したと認められる者

　　⑶　暴力団員等を雇用している者

　　事業等から排除するための措置を講ずるものとする。

　　⑴  暴力団又は暴力団員等

　　⑷　いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団に対して、金銭、物品その他財産上の利益を与

　　　えたと認められる者

（２ページ目）

 【備　考】
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商号又は名称　　

【営業上の許認可及び登録等】

許認可等の種類

警備業認定証

機械警備業開始届出書

【個人免許・資格等】

有資格者数 有資格者数

〇名

〇名

〇名

〇名

Ｈ○.○.○ ～ R○.○.○

株式会社　○○商事

有効期限

営業の許認可及び資格者調書

※　法令等により、営業に当たり必要な許認可等のある場合は記入してください。また、この欄に記入した
　許認可等を証明する書面の写しを必ず添付してください。

許認可等番号 許認可等官公庁名

第〇〇〇〇〇〇〇〇号 高知県公安委員会

〇〇〇-〇〇 高知県公安委員会～

～

～

～

～

～

警備員指導教育責任者１号

※　登録事業所（委任先がある場合は委任先）で営業上必要な個人資格を有している従業員等について、資
　格の種類と有資格者数を記入してください。個人名の記載は不要です。また、この欄に記入した個人資格
　等を証明する書面の写しを必ず添付してください。（有資格者のうちの１名分の提出で可。）

資格の種類 資格の種類

～

～

～

警備員指導教育責任者２号

警備員指導教育責任者３号

機械警備業務管理者資格者証

注）　別表【営業に当たり必要な許認可、登録、資格免許等の例示】を参照し記載してください。ただし、
　  別表に記載がない場合でも、許認可等を必要とする業種であれば提出してください。

該当者のみ提出

申請者（本社）

この欄に記入した許認可等を証明する書面の写しを必ず添付してください。

この欄に記入した個人資格等を証明する書面の写しを必ず添付してください。

（有資格者のうちの１名分の提出で可。）



様式第10号

商号又は名称

次の設備・機器等の所有状況（リースを含む。）について、記入してください。

１編集・製版設備

２印刷機器
判

サイズ 色 数

菊全 ４色

Ｂ２ ４×４

（印刷幅等） ２×２

（印刷幅等） ２色

Ｂ３ ４色

３製本・加工設備

注）　記載欄が足りない場合は、本紙を複写して使用してください。

※営業種目「03 印刷製本」で登録を希望する場合は、必ずこの調書を提出してください。

設備の種類 メーカー名 ・ 型 番 ・ 能 力 等 台  数

○○社 ／ ○－○○ ／ Ａ３ ○台

電子製版機 ○○工業 ／ ○－○○ ／ Ａ２ ○台

ＣＴＰ出力機 ○○工業 ／ ○－○○ ／ 菊四裁 ○台

フォーム印刷機 ○○工業 ／ ○－○○ ○台

シール印刷機 ○○社 ／ ○－○○ ○台

○○機械 ／ ○－○○ ○台

印 刷 設 備 調 書

株式会社　○○商事

設備の種類 メーカー名 ・ 型 番 ・ 能 力 等 台  数

入力・編集機 Mac Win ／（OS・編集ソフト等） ○台

プリンタ

オンデマンド印刷機

自動紙折機 ○○工業 ／ ○－○○ ／ Ａ２判 ○台

ナンバリング ○○製作所 ／ ○－○○ ／ ６桁 ○台

オフセット輪転機 ○○機械 ／ ○－○○ ○台

製本綴機 ○○機械 ／ ○－○○ ／ 無線・中綴 ○台

断裁機

オフセット印刷機 ○○社 ／ ○－○○ ○台

スキャナ ○○社 ／ ○－○○ ／ Ａ３ ○台

機器の種類 メーカー名・型番・能力等 台  数

○○製作所 ／ ○－○○ ／ 自動 ○台

自動丁合機 ○○機械 ／ ○－○○ ／ 頁物用 ○台

該当者のみ提出

申請者（本社）


